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固定資産（土地）評価替え

に係る路線価付設業務委託

一般競争入札説明書

（制限付一般競争入札）

令和３年５月１３日
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本説明書は、固定資産（土地）評価替えに係る路線価付設業務委託にかかる一般

競争入札に参加しようとする者に対し、入札の方法その他入札の参加に必要な手続

等を説明するものである。

１ 入札に付する事項

（1）名 称 固定資産（土地）評価替えに係る路線価付設業務委託

（2）契 約 期 間 契約締結の日から令和6年3月29日まで

（3年間の継続費）

（3）業 務 内 容 固定資産（土地）評価替えに係る路線価付設業務

※ 別添「仕様書」を参照のこと。

（4）入 札 方 式 制限付一般競争入札とする。

（5）履 行 場 所 箕面市西小路地内

（6）予 定 価 格 予定価格は総額で定める。

（7）最低制限価格 無

（8）地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16

号。以下「令」という。）その他関係法令に則ること。

（9）箕面市契約規則(昭和55年規則第40号）その他本市の条例、規則等の規定を遵

守すること。

２ 入札参加資格

本入札に参加する者（以下「入札者」という。）は、次に掲げる条件を全て満た

していなければならない。

（1）令第167条の4第1項の規定に該当する者でないこと。

（2）令第167条の4第2項各号のいずれかに該当する事実があった後3年を経過しな

い者（当該事実と同一の事由により箕面市競争入札参加者指名停止要綱（平成

8年箕面市訓令第2号。以下「指名停止要綱」という。）に基づく指名停止を受

けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。

（3）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項の規定による更生手続開始

の申立てをしていない者又は同条第2項の規定による更生手続開始の申立てを

なされていない者であること。ただし、同法第199条又は第200条の規定により

更生計画が認可された者については、更生手続開始の申立てをしなかった者又

は申立てをなされなかった者とみなす。

（4）会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第
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225号）に基づく再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされて

いない者であること。ただし、更生手続開始又は再生手続開始の決定後、新た

に本市競争入札参加資格審査の申請を行い、資格要件を有すると認められた者

は除く。

（5）本入札の公告日から落札決定までの間において、指名停止要綱に基づく指名

停止又は箕面市建設工事等暴力団対策措置要綱に基づく指名除外措置の期間が

ない者であること。

（6）引き続き2年以上その営業を行っていること。

（7）法人税、所得税、事業税、市税及び消費税を納付していること。

（8）大阪府内に本店、支店又は営業所を有し、データ管理及び作業実施拠点で以

下の全ての公的認証を取得していること。

・情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001／ISMS）

・品質マネジメントシステム(ISO9001)

・プライバシーマーク（JIS Q15001）

（9）平成24年度以降、大阪府近郊（大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県）に所在

する2市以上で、平成27年、平成30年及び令和3年基準年度固定資産評価替えに

伴う路線価付設業務のうち、2基準年度以上を同一の発注者から受注した実績

を有すること。

（10）次に掲げる基準を満たす者を、本業務に配置できること。

① 主任技術者（委託業務の管理を司る主任者）

平成 24 年度以降、大阪府近郊（大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県）に所在す

る 2市以上において、固定資産（土地）評価替えに係る路線価付設業務に係る

主任技術者実績を有する不動産鑑定士

② 現場代理人（主任技術者の補佐）

平成 24 年度以降、大阪府近郊（大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県）に所在す

る市において、固定資産（土地）評価替えに係る路線価付設業務に係る実績を

有する不動産鑑定士

③ その他要件

ア 主任技術者及び現場代理人は受注者と常勤雇用関係にあり、大阪府内の本

店、支店又は営業所に勤務する不動産鑑定士を配置すること。

イ 主任技術者は現場代理人を兼ねることはできない。

ウ 大阪府の土地価格の動向及び固定資産土地評価業務に精通し、直近 5年間

において公的土地評価実績を有する不動産鑑定士を 1名以上配置すること。

エ 本業務に必要な技術者について、本市が使用する固定資産地理情報システ

ムの互換性を十分認識した常勤雇用関係にある者を配置し、当該業務の迅

速かつ安全な履行を確保できること。
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３ 入札事務の担当部署

〒562-0003

箕面市西小路4丁目6番1号

箕面市総務部契約検査室（箕面市役所別館6階 TEL：072-724-6714）

※入札説明書等の資料は、市ホームページから入札者が各自取得すること。ま

た、入札方法、入札参加資格、仕様内容等に対する質問は、原則として質問書で

受け付けるものとし、口頭での回答・説明等は行わない。

４ 入札参加資格の確認

入札に参加しようとする者は、以下のとおり必要書類（以下「申請書等」とい

う。）を提出すること。

（1）提出書類（各1部）

①競争入札参加資格確認申請書（様式第8号）

②指名停止基準該当申告書（別記様式）

③登記簿謄本（法人）

④印鑑証明書 ※写し不可、原本添付

⑤法人税又は所得税、消費税の納税証明書

⑥事業税の納税証明書

⑦市税の納税証明書 ※箕面市内に本支店がある場合

⑧誓約書（暴力団員不当行為防止）

⑨２(8)に係る認証を取得していることを確認できる書類

⑩２(9)に係る業務実績を証明する書類（例：契約書の写し等）

⑪２(10)①に係る主任技術者として配置を予定している者の不動産鑑定士資格

の写し及び経歴書

⑫２(10)②に係る現場代理人として配置を予定している者の不動産鑑定士資格

の写し及び経歴書

⑬２(10)③ウに係る不動産鑑定士として配置を予定している者の直近5年間の

公的土地評価実績の経歴書

⑭２(10)③エに係る技術者として配置を予定している者の経歴書

※③から⑦までの書類は発行日から３ヶ月以内の証明書類を提出すること。

※本市の入札参加資格有資格者は③から⑧までの書類の提出を省略することが

できる。

（2）上記（1）②に基づき、本市の指名停止を行う場合がある。また、落札決定後

に当該申告書の内容に虚偽が認められたときは、指名停止又は有資格者の登録

の取り消し、契約の解除、違約損害金の請求を行う場合がある。
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（3）提出方法

持参又は書留郵便（締切日必着）により、令和3年5月24日（月）午後5時まで

に提出すること。

（4）提出場所

〒562-0003

箕面市西小路4丁目6番1号

箕面市総務部契約検査室（箕面市役所別館6階 TEL：072-724-6714）

（5）申請書等の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。

（6）入札参加資格の確認は、競争入札参加資格確認申請書等の提出期限の日現在

をもって行うものとし、その結果を競争入札参加資格確認通知書（様式第9

号）により、申請者宛電子メールで通知する。

（7）入札参加資格がないと認められた者は、通知を受けた日の翌日から起算して7

日（休日を除く。）以内に、書面により無資格理由について説明を求めること

ができる。

５ 質問書に関する事項

（1）公告、入札説明書、仕様書等関係書類に関して質問がある場合は、質問書に

必要事項を記入の上、メールで送信すること。

（2）質問書の提出期限：令和3年5月31日（月）午後5時まで（必着）

（3）送信先アドレス：kotei@maple.city.minoh.lg.jp

メール件名は、「固定資産（土地）評価替えに係る路線価付設業務委託質問書

（事業者名）」とし、宛先担当部署は、箕面市総務部固定資産税室（TEL：072-

724-6711）とする。

6 入札に必要な書類及び提出の場所・日時・方法等

（1）入札にあたり提出する書類

入札書

（2）入札書の提出場所

箕面市役所別館6階 総務部契約検査室

（3）入札書の提出日時

令和3年6月14日（月）午前9時から午後5時まで

（4）入札書の提出方法

入札書は、封筒に密封し、封筒の表に事業者名及び件名「固定資産（土地）

評価替えに係る路線価付設業務委託入札書」と朱書して、必ず持参すること。

（5）入札者は、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額（消費税等

相当額を減じた金額）を入札書に記載すること。
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（6）入札者が代理人をして入札する場合は、委任状を提出し、入札書には所在地、

商号又は名称、代表者職氏名及び代理人氏名を記載し、代理人の押印をもって

入札すること。ただし、箕面市に届け出た使用印鑑を入札書に押印する場合は、

委任状は不要とする。

（7）入札書の作成及び提出に要する費用は、入札者の負担とする。

（8）入札者は、自己の入札の完了後は、入札書の書換え、引換え又は撤回をする

ことができない。

（9）その他入札方法等については、関係法令の定めるところによる。

７ 入札書の開札場所・日時等

（1）入札書の開札場所

箕面市役所別館6階 入札室

（2）入札書の開札日時

令和3年6月14日（月）午後5時

（3）入札者立ち会いのもと開札を行う。

再度の入札は、初度の入札の開札時から立ち会いを行った者のみで実施するも

のとし、立ち会いのなかった入札者は再度の入札を棄権したものと見なす。再度

の入札は、1回を限度とする。再度の入札を行う場合、入札書は当日配布するの

で、その場で記載・押印すること。

（4) 落札となるべき同価格の入札をした者が2者以上あるときは、くじによって落

札者を決定する。

８ 入札保証金及び契約保証金に関する事項

（1）入札保証金は、免除する。ただし、落札者が正当な理由なく本契約を締結し

ない場合は、違約金として落札価格の100分の5に相当する金額を納付しなけれ

ばならないほか、競争入札の参加対象等について制限を受けることがある。

（2）契約の締結に際しては、契約金額の100分の10以上の契約保証金の納付を必要

とする。ただし、履行保証保険証券または公共工事履行保証証券の提供をもっ

て契約保証金の納付に代えることができる。

９ 契約書作成の要否

（1）契約書は、市の指定する様式とする。

（2）契約書の作成に要する経費は、落札者の負担とする。

１０ 入札の無効

以下に掲げる入札は、無効とする。
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（1）入札参加資格がない者のした入札

（2）入札者の記名・押印のない入札又は記入事項の判読できない入札

（3）入札金額を改ざん又は訂正した入札

（4）記載事項の訂正、削除、挿入等をした場合において、その訂正印のない入札

（5）本入札において、入札者又はその代理人が二以上の入札をしたときは、その

全部の入札

（6）本入札において、入札者及びその代理人がそれぞれ入札したときは、その全

部の入札

（7）指定の日時までに提出しなかった入札

（8）入札に関する事項を記載せず、又は一定の金額をもって価格を表示しない入

札

（9）委任状の提出のない代理人のした入札

（10）入札談合に関する情報があった場合において、不正のない旨の誓約書の提出

を求めたにもかかわらず、当該誓約書の提出をしない者のした入札

（11）入札の公告又は入札説明書に定める入札方法によらない入札

（12）申請書等及び入札書に虚偽の記載をした者による入札

（13）申請書等の提出を求められたにもかかわらず、当該申請書等を提出しない者

又は資格確認のための指示を受けたにもかかわらず、その指示に応じない者の

した入札

（14）前各号に掲げるもののほか、入札の条件に違反した入札

１１ 調達手続の延期又は中止等に関する事項

次のいずれかに該当したときは、当該入札を延期し、中止し、又はこれを取り消

すことがある。

（1）入札者が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公

正に執行することができない状態にあると認められるとき

（2）天災その他やむを得ない事情が発生した場合であって、競争入札を公正に執

行することができない状態にあると認められるとき

（3）調達を取りやめ、又は調達内容の仕様等に不備があったとき

１２ その他

（1）提出された書類は、一切返却しない。

（2）入札者の名称及び入札金額は、市ホームページ等で公表する。

（3）消費税等について法改正その他国による制度の変更があった場合、契約金額

その他の取扱いについては、法改正その他の制度に基づき、定めるものとす

る。
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（4）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。


